
計画の区分： 学部の設置

　　　　　（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　例）

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　３　大学番号の欄については、平成３１年４月２日付事務連絡「履行状況報告書の提出について

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　（夜間）　　０９０-６８９５-２６８５

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０９９５-４７-２０８３

　　　ｅ－mail　  s-iwaki@daiichi-koudai.ac.jp　

　　担当部局（課）名

　　　職名・氏名　教学
キョウガク

 課長
カチョウ

補佐
ホ サ

　岩城
イ ワ キ

　繁治
シゲハル

　　　電話番号　　０９９５-４５-０６７０

令和元年５月１日現在

　作成担当者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２（旧名称：工学部（令和元年度より学部名称変更））

【届出】設置に係る設置計画履行状況報告書

学校法人都築教育学園　　

[令和元年度設置］

　　　　　　　　　　　　　　　注１

第一工業大学大学　航空工学部　航空工学科

届出

大学番号：０００
注３

大学番号：私295
注３
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ ツヅキ　ミキエ ） （ フ リ ガ ナ ）

都築　美紀枝 氏　　　名

（平成１４年８月） （現職就任年月）

（ ヨシタケ　タケト ）

吉武　毅人

（平成２０年２月）

（ オカダ　　ミツル ）

岡田　　充

（平成３１年４月）

  　　( ノ ダ 　 シンジ )　

野田　晋二

（平成３１年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成３０年度に報告済の内容　→（30）

　　　　　　令和元年度に報告する内容　→（元）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

学 部 長

学科長等

学　　長

職　　名

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人都築教育学園

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　第一工業大学

　　　　鹿児島県霧島市国分中央１丁目１０番２号

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒８９５－４３９５

（３） 調査対象大学等の位置

1



（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、平成２７年度開設の４年制の学科の完成年度を超えて報告する場合（令和元年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を超えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

　航空工学部

　　航空工学科

　学士（工学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

61 － － － － － － －

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ ０ ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

55 － － － － － － －
(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ ０ ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

50 － － － － － － －

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ ０ ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

28 － － － － － － －

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ ０ ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

平均入学定員
超 過 率

0.46倍 「－」倍

備　　考

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

60

(　－　)

[ 　18　 ]

0.46

[ 　18　 ]

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和４年度令和元年度 令和２年度 令和３年度

収容定員

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

調査対象学部等の
名称（学位）

備　　考
学位又は学科

の分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

人

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。
　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

工学関係

工学関係

文学関係

４年 ６０人 年次 ２４０人

編入学定員

[ 　18　 ]

60 60

Ｂ　 入学者数

(　－　)
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

60

(　－　) (　－　)

[ 　18　 ]

2



対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

28 「－」 「－」 「－」 「－」 「－」 「－」 「－」

[　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　]

0 （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

「－」 「－」 「－」 「－」 「－」 「－」

[　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　]

（－） （－） （－） （－） （－） （－）

「－」 「－」 「－」 「－」

[　－　] [　－　] [　－　] [　－　]

（－） （－） （－） （－）

「－」 「－」

[　－　] [　－　]

（－） （－）

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

備　　　　　考

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和４年度

１年次

２年次

３年次

計

４年次

令和３年度

（　 －　 ）0 （　 －　 ） （　 －　 ）

[　－ 　] [　－ 　] [　－ 　] [　－ 　]

令和元年度 令和２年度

3



　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

28 人 0 人 令和元年度 0 人 0 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

令和４年度 人 人

0 人 人 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 28

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

0 ％==

人

合　　計

人

令和４年度 人 人

人令和３年度

令和２年度 人

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

令和元年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

4



【令和元年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2前 1 1 2前 1 1

2後 1 1 2後 1 1

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

1前 1 1 1前 1 1

1前 4 2 1前 4 2

1後 4 1 1後 4 1

1後 4 2 1後 4 2

1後 4 1 1後 4 1

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1前 4 1 2 1前 4 1 2

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3後 1 1 3後 1 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 3 1前 2 1 3

1後 4 1 3 1後 4 1 3

2前 2 1 1 2前 2 1 1

2後 2 1 1 2後 2 1 1

3前 2 1 1 3前 2 1 1

3後 2 1 1 3後 2 1 1

2・3・4 2 1 1 2・3・4 2 1 1

2前 2 1 1 2前 2 1 1

2後 2 1 2後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

１後 2 1 １後 2 1

１通 4 2 １通 4 2

2通 4 1 2通 4 1

1前 1 1 1 1前 1 1 1

3後 1 1 3後 1 1

1・2・3 1 1 1・2・3 1 1

3・4 2 1 3・4 2 1

1・2・3 2 1 1・2・3 2 1

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 1

1・2・3・４ 2 1 1・2・3・４ 2 1

3前 2 1 2 3前 2 1 2

3前 2 1 3前 2 1

- 18 85 0 4 1 1 0 0 10 - 18 85 0 4 1 1 0 0 10

共
通
総
合
教
育
科
目

インターシップ(事前指導）

インターンシップ

地域企業インターンシップ

地域社会貢献活動

地域貢献演習

就業力演習

共
通
総
合
教
育
科
目

インターシップ(事前指導）

インターンシップ

地域企業インターンシップ

地域社会貢献活動

地域貢献演習

工業数学

科目
区分

２　授業科目の概要

＜航空工学部　航空工学科＞

【認可時又は届出時】

（１）ー① 授業科目表

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

兼
任
・
兼
担

授業科目の名称
配 当
年 次

微分積分学

工学基礎数学

数学入門

世界の地理と歴史

経営学総論

法学

日本国憲法

現代社会の諸相

政治と文化

体育実技Ⅱ

体育実技Ⅰ

現代社会に生きる倫理

やさしい哲学

修学基礎

情報メディアの活用

マーケティング論

技術と経営

日本語講座Ｂ

日本語講座Ａ

ドイツ語

基礎ドイツ語

ビジネス英語Ⅱ

ビジネス英語Ⅰ

実用英会話

基礎英会話

英会話入門

総合英語Ⅱ

総合英語Ⅰ

実用英語

英語入門演習

産業と人間

技術者倫理

高分子化学

化学入門

基礎物理

線形代数

応用微分積分

コミュニケーション技術Ⅱ

コミュニケーション技術Ⅰ

べンチャービジネス論

小計（４７科目）

就業力演習

世界の地理と歴史

やさしい哲学

現代社会に生きる倫理

体育実技Ⅰ

体育実技Ⅱ

政治と文化

現代社会の諸相

日本国憲法

法学

経営学総論

技術と経営

マーケティング論

情報メディアの活用

修学基礎

数学入門

工学基礎数学

微分積分学

工業数学

応用微分積分

線形代数

基礎物理

化学入門

高分子化学

技術者倫理

産業と人間

英語入門演習

実用英語

総合英語Ⅰ

総合英語Ⅱ

英会話入門

基礎英会話

実用英会話

ビジネス英語Ⅰ

ビジネス英語Ⅱ

基礎ドイツ語

ドイツ語

日本語講座Ａ

日本語講座Ｂ

コミュニケーション技術Ⅰ

コミュニケーション技術Ⅱ

べンチャービジネス論

小計（４７科目）
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2前 2 1 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2前 2 2 2前 2 2

2後 2 2 2後 2 2

1前 2 1 1 1前 2 1 1

1後 2 1 1 1後 2 1 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

1後 1 1 1後 1 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

3前 2 1 3前 2 1

－ 8 23 0 4 1 1 0 0 5 － 8 23 0 5 1 0 0 0 5

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 2 1 1後 2 2

2後 2 2 2後 2 2

4前 2 1 4前 2 1

4後 2 1 4後 2 1

1前 2 2 1前 2 2

3後 2 2 3後 2 2

3後 4 1 1 3後 4 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3前 2 1 1 3前 2 1 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 2 2 2前 2 2

2後 2 1 2後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

4前 2 1 4前 2 1

4後 2 1 4後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2後 1 1 2後 1 1

3前 1 1 3前 1 1

3後 1 1 3後 1 1

3前 2 2 3前 2 2

3後 2 1 3後 2 2

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 1

4後 2 1 4後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

4前 1 1 4前 1 1

3後 1 1 3後 1 1

3後 1 1 3後 1 1

3前 1 1 3前 1 1

4前 1 1 4前 1 1

2通 3 1 2通 3 1

2後 2 1 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

4前 2 1 4前 2 1

－ 2 83 0 6 2 0 0 0 14 － 2 83 0 7 0 0 0 0 14

機械（含実習）

電気（含実習）

栽培（含実習）

情報とコンピュータ（含実習）

介護福祉概説

総合演習基礎

総合演習応用

専
門
基
礎
科
目

航空機構造

航空力学基礎

航空力学

空気力学

飛行力学と制御

航空宇宙材料

航空機構造力学

航空機システム

電気回路基礎

電気回路

電子回路基礎

電子回路

電子計測基礎

電子計測

通信工学基礎

通信工学

航空機計器

機械制御

事故と安全

システム工学

信頼性工学

機械要素設計

航空基礎製図

工
学
基
礎
科
目

機械力学基礎

機械力学

流体力学基礎

流体力学

材料力学基礎

材料力学

熱力学基礎

熱力学

電磁気学基礎

電磁気学

微分方程式

統計学

統率論

コンピュータリテラシー

情報リテラシー

ネツトワークコンピュータ

総合演習応用

専
門
基
礎
科
目

木材加工（含製図・実習）

金属加工（含製図・実習）

機械（含実習）

電気（含実習）

栽培（含実習）

情報とコンピュータ（含実習）

介護福祉概説

総合演習基礎

ジェットエンジン

航空英語Ⅰ

航空英語Ⅱ

産業・地域研究

職業指導

機械工学基礎概論

電気工学基礎概論

土木工学基礎概論

建築工学基礎概論

事故と安全

システム工学

信頼性工学

機械要素設計

ＣＡＤ演習Ⅱ

推進工学

電気回路

電子回路基礎

電子回路

電子計測基礎

電子計測

通信工学基礎

通信工学

航空機計器

機械制御

ＣＡＤリテラシー

ＣＡＤ演習Ⅰ

ネツトワークコンピュータ

機械力学基礎

機械力学

流体力学基礎

流体力学

材料力学基礎

材料力学

熱力学基礎

熱力学

電磁気学基礎

電磁気学

微分方程式

統計学

統率論

コンピュータリテラシー

情報リテラシー

工
学
基
礎
科
目

小計（１６科目）

小計（４５科目）

航空機構造

航空力学基礎

航空力学

空気力学

飛行力学と制御

航空宇宙材料

航空機構造力学

航空機システム

電気回路基礎

航空基礎製図

小計（１６科目）

小計（４５科目）

ＣＡＤリテラシー

ＣＡＤ演習Ⅰ

ＣＡＤ演習Ⅱ

推進工学

ジェットエンジン

航空英語Ⅰ

航空英語Ⅱ

産業・地域研究

職業指導

機械工学基礎概論

電気工学基礎概論

土木工学基礎概論

建築工学基礎概論

木材加工（含製図・実習）

金属加工（含製図・実習）
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1後 1 1 2 1 1後 1 2 2

2後 1 1 2 1 2後 1 2 2

3後 1 1 1 1 1 3後 1 2 1

2後 1 1 1 1 1 2後 1 3 1

3後 1 1 1 1 3後 1 3

1前 4 1 1前 4

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1通 4 1 1通 4 1

1前 2 1 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2後 2 1 1 2後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1通 4 1 1通 4 1

1後 2 1 1後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

4後 2 1 4後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 1 3前 2 1

2通 2 1 2通 2 1

3.4通 2 1 3.4通 2 1

3.4通 2 1 3.4通 2 1

1後 1 1 1後 1 1

2後 1 1 2後 1 1

4後 2 1 4後 2 1

4後 2 1 4後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

3後 4 1 3後 4 1

3後 4 1 3後 4 1

1前 1 2 1前 1 2

1後 2 2 1後 2 2

1後 2 2 1後 2 2

1後 2 1 2 1後 2 1 2

1後 2 1 2 1後 2 1 2

2通 8 2 2通 8 2

2通 4 1 1 2通 4 1 1

2通 2 1 1 2通 2 1 1

2通 2 1 1 2通 2 1 1

2通 2 1 2通 2 1

2通 6 1 2通 6 1

2通 4 1 1 2通 4 1 1

2通 6 1 2通 6 1

3前 8 1 3 3前 8 1 3

3前 2 1 3前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

4前 1 1 4前 1 1

4前 1 1 4前 1 1

3通 2 4 1 3通 2 4 1

4通 4 7 2 1 4通 4 8 2

－ 4 134 0 7 3 5 0 0 2 － 4 134 0 9 3 4 0 0 2

－ 32 325 0 7 3 6 0 0 23 － 32 325 0 10 3 5 0 0 23

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  本授業科目表は、開設年度から提出年度までの間において実際に実施された授業科目に関する情報として記入してください。

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

航空機調整工学（実技）

航空機修理工学（実技）

航空エンジン工学（実技）

航空機装備品工学（実技）

宇宙科学概論

宇宙工学概論

ロケットエンジン

電気推進

伝熱工学

応用材料力学

空中航法Ⅱ

ＣＲＭⅠ－１

ＣＲＭⅠ－２

自家用操縦士技能証明(単発・多発)

事業用操縦士技能証明(単発・多発)

シミュレーター(基礎計器)

シミュレーター(応用計器)

TRAINING GUIDE(ビギナーズ)

飛行機操縦法

航空法Ⅰ　　　　　　　　　 

航空法Ⅱ（米連邦航空法）　　　　　　　　　 

航空交通管制

双発機の性能　　　　

米連邦航空基礎知識

飛行・航法計器

航空機G58取扱い法

旅客機の運用

計器飛行方式概論

航空気象

空中航法Ⅰ

電気推進

伝熱工学

航空機設計製図Ⅰ

航空機設計製図Ⅱ

ロケット設計製図

航空工学実験

卒業研究

ＣＲＭⅠ－１

ＣＲＭⅠ－２

ＣＲＭⅡ

救命生存法

航空機調整工学（実技）

航空機修理工学（実技）

航空エンジン工学（実技）

航空機装備品工学（実技）

宇宙科学概論

宇宙工学概論

ロケットエンジン

航空整備管理

航空法整備Ⅱ

航空法整備Ⅰ

航空整備コミュニケーション

応用材料力学

空中航法Ⅰ

空中航法Ⅱ

航空機修理基礎Ⅰ

航空機修理基礎Ⅱ

航空機構成部品工学Ⅰ

航空機構成部品工学Ⅱ

航空機構成部品工学Ⅲ

航空機基本技術工学(実技）

航空機システム工学（実技）

計器飛行証明(飛行機)

事業用操縦士技能証明(単発・多発)

自家用操縦士技能証明(単発・多発)

ＡＴＣプロシジャー

計器飛行方式概論

旅客機の運用

航空機G58取扱い法

飛行・航法計器

米連邦航空基礎知識

双発機の性能　　　　

航空交通管制

航空法Ⅱ（米連邦航空法）　　　　　　　　　 

航空法Ⅰ　　　　　　　　　 

飛行機操縦法

TRAINING GUIDE(ビギナーズ)

航空気象

合計（１６４科目） 合計（１６４科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

共通総合教育科目から必修を含む36単位、工学基礎科目・専門基礎科目・専門
科目から必修科目14単位、工学基礎科目・専門基礎科目・専門科目から選択科
目72単位以上を修得し、124単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：48単位（年間））

共通総合教育科目から必修を含む36単位、工学基礎科目・専門基礎科目・専門
科目から必修科目14単位、工学基礎科目・専門基礎科目・専門科目から選択科
目72単位以上を修得し、124単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：48単位（年間））

シミュレーター(応用計器)

シミュレーター(基礎計器)

シミュレーター(事業用多発)

シミュレーター(事業用)　

シミュレーター(自家用)

小計（５６科目）

航空従事者実地試験対策ゼミ

航空機運用工学（実技）

航空法の実務的運用（実技） 

シミュレーター(自家用)

シミュレーター(事業用)　

シミュレーター(事業用多発)

小計（５６科目）

ＡＴＣプロシジャー

計器飛行証明(飛行機)

航空法整備Ⅰ

航空法整備Ⅱ

航空整備管理

航空整備コミュニケーション

航空法の実務的運用（実技） 

航空機運用工学（実技）

航空従事者実地試験対策ゼミ

ＣＲＭⅡ

救命生存法

航空機修理基礎Ⅰ

航空機修理基礎Ⅱ

航空機構成部品工学Ⅰ

航空機構成部品工学Ⅱ

航空機構成部品工学Ⅲ

航空機基本技術工学(実技）

航空機システム工学（実技）

航空機設計製図Ⅰ

航空機設計製図Ⅱ

ロケット設計製図

航空工学実験

卒業研究
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【令和元年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

計

変更状況

32 325 0 357 325

（２） 授業科目数

　　　　

　特になし。

0

計（Ａ）

357

必修 選択 自由

32

設置時の計画

必修 選択

　　　　

（１）ー②授業科目表に関する変更内容

備考

[　0　] [　0　] [　0　] [　0　]

自由
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能なかぎり具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

357

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

該当なし

＝ 0 ％
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）
＝

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

廃止の理由，代替措置の有無
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備考

　大学全体

　届出学科全体

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

０㎡ ０㎡ ５８，４８２．００㎡５８，４８２．００㎡

（３０，３１４．３２㎡）

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和元年５月１日現在の数値を記入してください。

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

航空工学部　航空工学科 室

冊

２５〔１〕　
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０千円

３　施設・設備の整備状況，経費

　１室は７名合同

０㎡ ３３，９７９．８２㎡

（３０，２４１．１８㎡）

９５，５６４，００㎡ ２，２５１．００㎡

計

３３，９０６．６８㎡ ７３．１４㎡

（７３．１４㎡） （０㎡）

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

区　　　　　分

９２，４３．００㎡

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次

１３１０千円 １１６０千円

第４年次 第５年次

（　　　〔　　〕）

９７，８１５．００㎡

語学学習施設

（補助職員０人）

０室

情報処理学習施設

４室

（補助職員０人）

（　　　　）

０㎡

電子ジャーナル

面　　　　　積

３００千円

１１６０千円 ０千円

０千円

設備購入費

図書購入費

１１６０千円

２００千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要 航空操縦学専攻については、国内外教育が発生

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 ０千円 ０千円 ０千円

第６年次

０千円 ０千円

３００千円 ３００千円

開設年度

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

（　　　〔　　〕） （　　　〔　　〕） （　　　〔　　〕）

点

３，９９５．１３㎡ ト レ ー ニ ン グ 室

体育館以外のスポーツ施設の概要

点

（　　　　）（　　　　）

(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

３３，９５１．００㎡ ２，２５１．００㎡

５６，７４７〔５，３６３〕　

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

０〔０〕　

０〔０〕　

（　　〔　　　〕）

０㎡

点

　

図
書
・
設
備

(５)

計
２５〔１〕　

種

標　　本

877 0 0

３６，２０２．００㎡

２，２５１．００㎡ ０㎡

講　義　室

４２室

(７) 体　　育　　館

開設前年度 完成年度

70,000

９４，６８４．００㎡

０㎡ ３，１３１．００㎡

３３室

実験実習室

４室

完成年度

100

（　　　〔　　〕） （　　　　） （　　　　）

収 納 可 能 冊 数

877 0 0

（　　　　）

○○学部

５６，７４７〔　５，３６３　〕　

機械・器具

　上野校地の運動場用
地は都築第一学園が設
置する横浜薬科大学と
共同利用

・借用面積
　２，２５１㎡
・借用期間
　３０年

　学部単位で特定不能
なため、大学全体の数

　大学全体

　大学全体

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（元）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

０㎡

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

そ　の　他

合　　　計

３，１３１．００㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

６３９．８６㎡
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 年度 年度 年度

人

航空工学部 4 60 - 240 学士
（工学）

0.46 令和元 -

　航空工学科 4 60 - 240 学士
（工学）

0.46 令和元 鹿児島県霧島市国分中央１丁目１０番４号

工学部 4 300 1200 学士
（工学）

0.76 昭和４３ -

　航空工学科 4 0 - 0 学士
（工学）

- - 平成２３ 鹿児島県霧島市国分中央１丁目１０番２号
　平成３１年学生
募集停止

　情報電子工学科 4 150 - 600 学士
（工学）

1.11 - 昭和４３ 同上（※）

機械システム工学科 4 50 - 200 学士
（工学）

0.63 - 昭和４３ 鹿児島県霧島市国分中央１丁目１０番２号

自然環境工学科 4 50 - 200 学士
（工学）

0.68 - 平成２３ 同上

建築デザイン学科 4 50 - 200 学士
（工学）

0.65 - 昭和４９ 同上

大学全体 4 360 - 1440 - 0.70 - - -

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍

人

幼児教育学科 2 100 - 200
短期大学士
（幼児教

育）
1.07 - 平成21 鹿児島県霧島市国分中央１丁目１０番４号

大学全体 2 100 - 200 - 1.07 - - -

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校種ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」の考え方は「大学設置等に係る提出書類の作成の手引き（平成31年度改訂版）」と同じです。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

学位又
は称号

開設
年度

開設
年度

学位又
は称号

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地

　第　一　幼　児　教　育　短　期　大　学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

※　分校が東京都
  台東区上野7丁目
　7番1号、東上野
　4丁目26番5号、
北
　上野1丁目7番4号

収容
定員

平均入学
定員

超過率

　第　一　工　業　大　学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員

超過率
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５　教員組織の状況

個人情報を含むため、HPでの公表は割愛させていただきます。

12



区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成３０年）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

　完成年度前に、定年
規程に定める退職年齢
を超える専任教員数の
割合が高いことから、
定年規程の趣旨を踏ま
えた適切な運用に努め
るとともに、教員組織
編成の将来構想を策定
し、着実に実行するこ
と。

遵守事項

１　専任教員数の割合
　航空機操縦・整備等航空
に関しては経験豊富な実務
系教員を中心に構成したた
め、結果として年齢構成が
高くなったのは見直すべき
点と認識している。設置初
年度を前に、人事施策とし
て都築教育学園業務規則第
３節第４９条・第５０条に
基づいて届出時と開始時の
退職年齢を超える専任教員
の占有率は次のとおりであ
る。
　届出時：４９％
　開始時：３９％
　若干、解消したとはいえ
完成年度まで現編成を保持
した場合占有率は高くなる
ことが目に見えており、中
期的な人事施策が必要であ
る。完成年度までには概ね
２０％以下に改善を進めて
いく。

２　教員組織編成の将来
　構想
　　航空工学科の各専攻で
見ると、以下に示すとおり
航空整備工学専攻が最も高
い割合となっている。
航空工学専攻　　：25％（1
人/4人）
航空整備工学選考：50％（3
人/6人）
航空操縦学専攻　：38％（3
人/8人）
　航空工学部は、実務経験
が豊富な教員による実践的
な教育を行うことを目指し
ており、その結果として、
上記に示す高い割合となて
いる。
　現状のままの人員とする
と、2年後に1名、5年後に1
名退職年齢到達者が増える
ことになる。
　これらを踏まえ、退職年
齢達者の退職、新任教員の
採用を推進していく。
　特に、航空整備工学選考
の新任者採用の推進を行っ
ていく。
　なお、退職年齢に達して
いても経験豊富で優秀な教
員の維持確保は教育レベル
の維持には必要であり節調
を図りつつ、先行的に教員
の確保に努める。

履行中
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　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、調査結果が公表された年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

該当事項なし

７　その他全般的事項

＜航空工学部　航空工学科＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　　１　各学科及び共通教育センターから指定された授業を「公開授業」として、全教員に公開し、実施後、
　　　参加教員による授業改善方策の為の話し合い実施
　　２　ＦＤ・ＳＤに関する討議及び学外からの講師による講演会を実施
　　３　非常勤講師によるものまでを含む全ての授業に関して、「学生による授業アンケート（全16項目）」
　　　を実施（無記名）
　　４　新任教員のための研修会は学園事務局及び学内諸省掌による業務諸掌等紹介

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　　平成１７年度に「ＦＤ委員会」を設置（添付「第一工業大学FD委員会規定」）　　　

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　毎年5月に年度初めの委員会を開催する他、必要に応じて適宜開催

　ｃ　委員会の審議事項等

　　１　各学部のＦＤ関連の活動の企画、支援、推進
　　２　学生及び教授等による授業評価の実施時期・内容
　　３　授業評価結果による反映事項
　　４　教員の研究活動及び学位取得の推進

②　実施状況

　ａ　実施内容

　　１　教員相互の公開授業及び反省会
　　２　ＦＤ・ＳＤに関する研修会（講演含む）
　　３　学生による授業評価アンケート
　　４　新任教員のための研修会

　ｂ　実施方法

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　１　後期の木曜日4時間目（時間割上、授業を設定しない）に、指定された授業を移して実施。
　　　　各教員は、全６授業のうちどれかに出ることを義務付けられており、ほぼ１００％の教員がいずれか
　　　の授業に参加
　　２　１～２回／年、不定期に開催（木曜日4時間目の時間）。原則全教職員に参加を呼びかけている。
　　　平成30年度は6月に「アクティブラーニングを推進する授業の展開方法とは」をテーマに実施。参加率
　　　は８７％であった。また、平成31年1月に「ハラスメントについて」を実施、参加率は８５％であった。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　集計したアンケート結果については各担当教員に展開、それを基に全教員が担当科目に関する次年度の
　　為の「授業改善計画書」を作成している。その他、公開授業やFD講演会への参加を通して、各教員が自身
　　の授業を改善するための知見を得られるようにしている。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　全ての授業に対して、各授業の13週目～15週目の授業の時間内に実施している。

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

　　　各授業に対するアンケート結果及び授業改善計画書に関しては、ファイルにとじて、一定期間図書館に
　　て閲覧可能な状態にして公開している。また授業アンケートの全体集計結果について大学ホームページに
　　て公開している。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　　　委員は各学科から選出された教授等の５名、共通教育センター所属の教授等1名、教学課職員1名で構成

29



（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　　　 該当なし。
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（４） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見
　  本学は1971年の航空工学科開設以来、数多くのパイロット、整備士、エンジニアを航空業界に輩出した教育
  実績がある。
　　今回そのノウハウを発展させ、航空業界特有の専門職育成に特化した実践的な教育課程を編成した航空工学
  部を、既設の工学部から分離させ、社会が求める専門職育成ニーズに的確に応える実践的能力の高い学生を育
　てることを目的とし、教育課程は、実習教育の重視、企業連携による実務実習、英語教育の強化を柱とした編
　成とした。今回、以下の取り組みを行った。

１　学修環境等の改善
 (1)  航空操縦学専攻
      実航空機による実技教育環境を鹿児島空港から佐賀空港に変更した。これにより、フライトの実習計画を
　　より柔軟に立てやすくなり座学、シミュレート、実技の流れで学修効果も高まると思われる。
 (2)　航空整備工学専攻
　　　「航空会社の整備管理全般（品質保証、技術管理、生産管理、監査等）に関する基本的な知識を理解させた
　　上で、チーム・ワークやロール・プレイを通じて整備現業への指示の方法、信頼関係の構築の仕方、また航空
　　機メーカーや部品メーカーとの折衝のシュミレーションや実践等、マネジメント全般について就職活動を視野
　　に入れた、受講者参画型の学修環境に転じている。」
 (3)　航空工学専攻
　　　産業地域研究の科目を新たに追加し、鹿児島県内の航空機産業で実務実習を行えるよう企業との連携と協力
　　を確認した。

２　志願者・入学生確保
　　航空操縦学専攻、航空整備工学専攻を重視し、学部紹介パンフレットの作成、ホームページでの紹介、オー
　プンキャンパスでの学科紹介や模擬授業を実施、本学部の教学内容の浸透を図った。結果として、入学定員60
　名に対して61名の志願者を集めることができた。しかしながら、航空操縦学専攻は16名と従来を上回ったが、
　航空整備工学専攻、航空工学専攻が伸びず入学者数は28名となり、本学部に対し受験者の期待度の低さを反映
　したものと考えられる。今後は、志願者数の増加及び入学率の向上を目指し適切な広報活動を実施するよう努
　める。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・令和元年９月 末日　公表

　　　　いて記入してください。

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開予定（令和元年９月末日を予定）

③　認証評価を受ける計画

　　令和４年度に日本高等教育評価機構の評価を受けるべく、学内で準備中

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　「無」にマルを記入してください。

　ｂ　公表有の場合の公表（予定）時期　　（　　　　令和元年　　７月　３１日　　）

　ｂ　公表無の場合の特段の理由　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）・　今後公表する予定の場合は、「有」にマルを記入してください。今後も公表する予定がない場合は、

（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和元年度）

　ａ　ホームページへの公表予定の有無　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

31



第一工業大学ＦＤ委員会規程

（目　的）      

（任　務）

第２条　委員会は、学部長の諮問機関として次に掲げる事項を行う。

（１）本学部のＦＤ関連の活動の企画、支援、推進に関すること。

（２）学生及び教授等による授業評価に関すること。

（４）上記実行のための計画立案（組織を含む。）に関すること。

（５）工学部長の諮問事項に関すること。

（６）上記に係わる重要な事項の教務委員会への提議に関すること。

（組　織）      

第３条　委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

（１）学科等の教授等　　　　 　各１名

（２）教学課事務職員 　          １名

２  本委員会の委員は、他の委員会の委員を兼務できる。

（任　期）

第４条　前条の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。

２　任期の途中で委員の交代があった場合の後任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３　前項のほか、新たに委員を選任した場合の委員の任期は、第１項による。

（指定等）

第５条　本委員会委員の指定・解除は、学長が行う。

２　第３条第１項第２号委員の指定にあたっては、当該学科等主任の了解を得るものとする。　

（委員長）                  　

第６条　委員会に委員長を置き、学長が指名した教授をもって充てる。

２　委員長は、委員を招集し、その議長となる。

（委員以外の招集）

第７条　委員長は、必要に応じて委員以外の者を招集できる。

（委員会の開催）                                      

第８条  委員会は、必要の都度、開催するものとする。

（事　務）

第９条　委員会の事務は、教学課において処理する。

（その他）

第10条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は委員会が定める。

  附　則

１　この規程は、平成17年10月１日から施行する。

２　この改正規程は、平成20年４月１日から施行する。

３　この改正規程は、平成22年４月１日から施行する。

４　この改正規程は、平成27年４月１日から施行する。

第１条　この規程は、第一工業大学に設置するＦＤ委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営方法等に
　　　ついて定める。

添付
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